
筑波大学によるつくば市消防本部跡地利用計画事業 公募要項の修正に係る新旧対照表（令和５年３月２８日） 

公募要項記載頁等 修正前 修正後 

１頁 

２．事業概要等 

 （４）事業期間 

事業期間は、事業契約の締結日から事業用定期転借地権の存続期間満了日までとする。事業期

間の終了日については、（６） 契約書 ３） 事業用定期転借地権設定契約を参照すること。 

 

 

 

事業期間は、事業契約の締結日から一般定期転借地権又は事業用定期転借地権の存続期間満了

日までとする。事業期間の終了日については、（６） 契約書 ３）定期転借地権設定契約を参照

すること。 

 

３頁 

２．事業概要等 

 （７）事業範囲 

 

 

ウ 児童発達支援センター等に係る関連業務、つくば市との協議・調整等 

（ア） 児童発達支援センター等の内装に係る基本設計・実施設計等業務（※） 

（イ） 児童発達支援センター等の内装に係る工事業務（※） 

（ウ） 児童発達支援センター等の内装に係る工事監理業務（※） 

（エ） 上記、（ア）～（ウ）に関連するつくば市、その他関連事業者との協議 

（オ） 共用部分に係る維持管理等業務 

※ （ア）～（ウ）に係る業務については、本事業の選定事業者が実施するものとするが、実

施にあたっては、本事業の事業契約とは別途、つくば市と選定事業者の間で契約を締結す

る。（つくば市が所定の手続きに基づき選定事業者に発注することが適当であると判断し、

かつ、選定事業者との間で係る費用について合意できた場合） 

詳細は、「別紙４ 契約体系図」を参照すること。 

 

エ 本施設の運営及び維持管理等に関する業務（児童発達支援センター等の専有部分を除く） 

 

ウ 児童発達支援センター等に係る関連業務、つくば市との協議・調整等 

（ア） 児童発達支援センター等の内装に係る基本設計・実施設計等業務（※） 

（イ） 児童発達支援センター等の内装に係る工事業務（※） 

（ウ） 児童発達支援センター等の内装に係る工事監理業務（※） 

（エ） 上記、（ア）～（ウ）に関連するつくば市、その他関連事業者との協議 

（オ） 共用部分に係る維持管理等業務 

※ （ア）～（ウ）に係る業務については、本事業の選定事業者が実施するものとするが、実

施にあたっては、本事業の事業契約とは別途、つくば市と選定事業者の間で契約を締結す

る。（つくば市が所定の手続きに基づき選定事業者に発注することが適当であると判断し、

かつ、選定事業者との間で係る費用について合意できた場合） 

詳細は、「別紙４ 契約体系図」を参照すること。 

 

エ 本施設の運営及び維持管理等に関する業務（児童発達支援センター等の専有部分を除く） 

（ア） 本施設の不動産開発・管理業務 

（イ） 事業者が提案する宿泊施設の運営業務 

（ウ）事業者が任意で提案する民間健康・福祉施設等の運営業務（「民間健康・福祉施設等」

を整備しない場合は、事業範囲に含まない） 

 

４頁 

２．事業概要等 

 （８）事業方式 

 

本事業は、ＰＦＩ法に基づくＰＦＩ事業（ＢＯＯ（Build Own Operate）方式）により実施す

るものとする。 

選定事業者による事業敷地の使用にあたっては、大学がつくば市より事業用定期借地権の設定

（詳細は、「別紙７ 事業定期借地権設定契約書（案）」を参照すること。）を受けた上で、大学が

選定事業者に事業用定期転借地権を設定し、有償で貸与する。 

選定事業者は、自らの資金等により、事業敷地内に本施設を整備し、事業期間中、本施設を所

有して運営及び維持管理等を行う。事業期間満了時、選定事業者は、整備した本施設を撤去し、

事業敷地を返還することを原則とする。 

 

 

本事業は、ＰＦＩ法に基づくＰＦＩ事業（ＢＯＯ（Build Own Operate）方式）により実施す

るものとする。 

選定事業者による事業敷地の使用にあたっては、大学がつくば市より一般定期借地権又は事業

用定期借地権の設定（詳細は、「別紙７定期借地権設定契約書（案）」を参照すること。）を受け

た上で、大学が選定事業者に一般定期転借地権又は事業用定期転借地権を設定（詳細は、「別紙

８〔事業契約書（案）別紙 5〕定期転借地権設定契約書（案）」を参照すること。）し、有償で貸

与する。 

選定事業者は、自らの資金等により、事業敷地内に本施設を整備し、事業期間中、本施設を所

有して運営及び維持管理等を行う。事業期間満了時、選定事業者は、整備した本施設を撤去し、

事業敷地を返還することを原則とする。 

 

５頁 ア 選定事業者の収入について ア 選定事業者の収入について 



２．事業概要等 

 （９） 選定事業者の収入

及び費用 

 

選定事業者は、本施設から得られる収益を、自らの収益として全て収受することができる。 

つくば市が運営及び維持管理等を行う児童発達支援センター等については、運営において必要

となる床をつくば市が選定事業者のうち本施設を所有する者から借上げることを想定している。

詳細は、「別紙９ 定期建物賃貸借契約書（案）」を参照すること。なお、つくば市が選定事業者

に支払う賃借料（共用部分等における維持管理費用含む）は、（９）イに示す敷地の転借地料の

参考額を上限として、事業者の提案によるものとする。児童発達支援センター等において必要と

する駐車場及び園庭の賃借料（設備・遊具に係る費用についてはつくば市が負担する。）につい

ては、上記の賃借料（共用部分等における維持管理費用を含む）には含めず、 別途事業者の提

案によるものとする。詳細は、「別紙３ 優先交渉権者 選定基準」を参照すること。また、児童

発達支援センター等の内装に係る基本設計・実施設計業務、内装に係る工事業務及び工事監理業

務費用は、所定の手続に基づき、つくば市が選定事業者に発注することが適当であると判断し、

かつ、選定事業者との間で当該費用について合意できた場合には、別途つくば市と選定事業者に

よる契約締結により業務費用を支払う予定である。 

内装に係る基本設計・実施設計業務の概算金額は「官庁施設の設計業務等積算要領」に準拠し、

参考として、９,１５２,０００円 を示すこととする。また、参考資料として、「参考資料４ 建

築設計業務委託共通仕様書【つくば市】R02.04.01 版」、「参考資料５ 設計業務特記仕様書【（仮

称）つくば市児童発達支援センター内装設計業務委託】R03.01.15 編集」を添付するが、事業実

施協定の締結後、事業者がつくば市と協議することとする。 

 

イ 選定事業者の費用について 

選定事業者は、大学に対して、事業用定期転借地権の設定に対する地代を負担（ただし、事業

用定期借地権設定契約締結の日から本施設の供用開始日までの期間については、本施設の総延床

面積に対する児童発達支援センター等の延床面積相当分は減免）するほか、本事業に係る全ての

費用を負担する。ただし、つくば市が運営及び維持管理等を行う児童発達支援センター等の内装

に係る基本設計・実施設計等業務、内装に係る工事業務、内装に係る工事監理業務、運営及び維

持管理等業務に係る費用はこの限りではない。 

なお、選定事業者が大学に対して支払う転借地料は、大学がつくば市に支払う借地料と同額と

し、固定資産税評価額の２．５％（公募時点の設定であり、つくば市公有財産規則の見直しによ

り改定する場合がある。）とする。 

参考として、令和２年５月現在における年間転借地料は、１３,２０７,１７２円を示す。実際

の転借地料は、事業用定期転借地権設定時に確定する。事業用定期転借地権を設定する敷地の範

囲は、「参考資料 1（敷地概要・案内図）修正版」を参照すること。ただし、公募時点で示す敷

地面積、敷地境界は概ねの目安であり、詳細な敷地面積、敷地境界位置は、選定事業者決定後、

大学・つくば市・選定事業者の協議及び選定事業者による測量調査等により確定する。 

（参考）令和２年５月現在における年間転借地料：１３,２０７,１７２円 

 

選定事業者は、本施設から得られる収益を、自らの収益として全て収受することができる。 

つくば市が運営及び維持管理等を行う児童発達支援センター等については、運営において必要

となる床をつくば市が選定事業者のうち本施設を所有する者から借上げることを想定している。

詳細は、「別紙９ 定期建物賃貸借契約書（案）」を参照すること。なお、つくば市が選定事業者

に支払う賃借料（駐車場、共用部分等における維持管理費用含む）は、（９）イに示す敷地の転

借地料の参考額を上限として、事業者の提案によるものとする。児童発達支援センター等におい

て必要とする駐車場及び園庭の賃借料（駐車場の整備に係る費用は事業者の負担とし、設備・

遊具に係る費用についてはつくば市が負担する。）については、上記の賃借料（共用部分等にお

ける維持管理費用を含む）には含めず、 別途事業者の提案によるものとする。詳細は、「別紙３ 

優先交渉権者 選定基準」を参照すること。また、児童発達支援センター等の内装に係る基本設

計・実施設計業務、内装に係る工事業務及び工事監理業務費用は、所定の手続に基づき、つくば

市が選定事業者に発注することが適当であると判断し、かつ、選定事業者との間で当該費用につ

いて合意できた場合には、別途つくば市と選定事業者による契約締結により業務費用を支払う予

定である。 

内装に係る基本設計・実施設計業務の概算金額は「官庁施設の設計業務等積算要領」に準拠し、

参考として、９,１５２,０００円 を示すこととする。また、参考資料として、「参考資料４ 建

築設計業務委託共通仕様書【つくば市】R02.04.01 版」、「参考資料５ 設計業務特記仕様書【（仮

称）つくば市児童発達支援センター内装設計業務委託】R03.01.15 編集」を添付するが、事業実

施協定の締結後、選定事業者がつくば市と協議することとする。 

 

イ 選定事業者の費用について 

選定事業者は、大学に対して、一般定期転借地権又は事業用定期転借地権の設定に対する地代

を負担（ただし、一般定期借地権又は事業用定期転借地権設定契約締結の日から本施設の供用開

始日までの期間については、本施設の総延床面積に対する児童発達支援センター等の延床面積相

当分は減免）するほか、本事業に係る全ての費用を負担する。ただし、つくば市が運営及び維持

管理等を行う児童発達支援センター等の内装に係る基本設計・実施設計等業務、内装に係る工事

業務、内装に係る工事監理業務、運営及び維持管理等業務（児童発達福祉センター及び園庭は、

市が運営及び維持管理等を行い、駐車場は、市が専有する部分も含め、一体的に事業者が運

営及び維持管理等を行うこととする）に係る費用はこの限りではない。 

なお、選定事業者が大学に対して支払う転借地料は、大学がつくば市に支払う借地料と同額と

し、固定資産税評価額の２．５％（公募時点の設定であり、つくば市公有財産規則の見直しによ

り改定する場合がある。）とする。 

参考として、令和４年４月現在における年間転借地料は、１３，５７４，２８２円を示す。

実際の転借地料は、一般定期転借地権又は事業用定期転借地権設定時に確定する。一般定期転借

地権又は事業用定期転借地権を設定する敷地の範囲は、「参考資料 1（敷地概要・案内図）修正

版」を参照すること。ただし、公募時点で示す敷地面積、敷地境界は概ねの目安であり、詳細な

敷地面積、敷地境界位置は、選定事業者決定後、大学・つくば市・選定事業者の協議及び選定事



業者による測量調査等により確定する。 

（参考）令和４年４月現在における年間転借地料：１３，５７４，２８２円 

 

５頁 

２．事業概要等 

 （10） 事業スケジュール 

 

スケジュール（目途） 内  容 

令和３年２月 特定事業の選定、公募要項等公表、公募説明会 

令和３年７月 参加表明書受付〆切 

令和３年１２月 提案書類受付 

令和４年３月 審査結果の公表、基本協定の締結 

令和４年４月 事業契約の締結・設計着手 

令和４年５月 事業実施協定の締結（※２） 

令和４年６月 児童発達支援センター等内装設計に係る契約を締結（※３） 

令和４年１２月 事業定期借地権設定契約締結・工事着工 

令和５年８月 児童発達支援センター等内装工事監理に係る契約を締結（※
３）、児童発達支援センター等内装工事に係る契約を締結（※
３） 

令和６年３月 完了検査（児童発達支援センター等含む）（※４）、竣工 

令和６年３月 供用開始 

 

スケジュール（目途） 内  容 

令和３年２月 特定事業の選定、公募要項等公表、公募説明会 

令和５年５月 参加表明書受付〆切 

令和５年７月 提案書類受付 

令和５年９月 審査結果の公表、基本協定の締結 

令和５年１０月 事業契約の締結・設計着手 

令和５年１１月 事業実施協定の締結（※２） 

令和５年１１月 児童発達支援センター等内装設計に係る契約を締結（※３） 

令和６年５月 定期借地権設定契約締結・工事着工 

令和６年１２月 

 

児童発達支援センター等内装工事監理に係る契約を締結（※
３）、児童発達支援センター等内装工事に係る契約を締結（※
３） 

令和８年３月 完了検査（児童発達支援センター等含む）（※４）、竣工 

令和８年３月 供用開始 

７頁 

３. 民間事業者の募集及び

選定に関する事項 

 （２）選定の手順及びス

ケジュール 

 

【１１頁～１４頁の受付期

間等スケジュールに関し

ても適用】 

 

スケジュール（予定） 内容 

令和３年２月１９日 公募開始 

令和３年２月２６日 公募説明会の開催 

令和３年３月８日 公募要項等の質問等の受付締切 

令和３年４月７日 公募要項等に関する質問回答公表 

令和３年６月１１日 公募要項等（修正版）の公表 

令和３年６月１６日 公募要項等（修正版）の質問等の受付締切 

令和３年６月２３日 公募要項等（修正版）に関する質問回答公表 

令和３年６月３０日 事業者別対話の受付締切 

令和３年７月１４日～１６日 事業者別対話の実施 

  

  

令和３年７月３０日 参加表明書の提出締切 

令和３年８月１６日 参加登録可否の通知 

令和３年８月３０日～３１日、９月２７日～
２８日 

競争的対話の実施 

 

スケジュール（予定） 内容 

令和３年２月１９日 公募開始 

令和３年２月２６日 公募説明会の開催 

令和３年３月８日 公募要項等の質問等の受付締切 

令和３年４月７日 公募要項等に関する質問回答公表 

令和３年６月１１日 公募要項等（修正版）の公表 

令和３年６月１６日 公募要項等（修正版）の質問等の受付締切 

令和３年６月２３日 公募要項等（修正版）に関する質問回答公表 

令和３年６月３０日 事業者別対話の受付締切 

令和３年７月１４日～１６日 事業者別対話の実施 

令和５年３月２８日 公募要項等（修正版）の公表 

令和５年４月２０日～２１日 競争的対話の実施 

令和５年５月３０日 参加表明書の提出締切 

令和５年６月６日 参加登録可否の通知 

 

 

 



令和３年１２月２４日 提案書類の受付 

令和４年２月８日～９日 提案プレゼンテーション・ヒアリング 

令和４年２月中 審査結果の公表、優先交渉権者等の選定 

令和４年３月中 基本協定の締結 

令和４年４月中 事業契約の締結 
 

令和５年７月２０日 提案書類の受付 

令和５年８月２１日～２２日 提案プレゼンテーション・ヒアリング 

令和５年９月中 審査結果の公表、優先交渉権者等の選定 

令和５年９月中 基本協定の締結 

令和５年１０月中 事業契約の締結 
 

８頁 

３. 民間事業者の募集及び

選定に関する事項 

 （３）応募者の備えるべ

き資格要件 

 

３） 基本的参加資格要件 

応募者は、それぞれ以下の要件を満たすこと。応募者がグループとなる場合には、代表者と全

ての構成員が、以下の要件を満たすこと。 

① 最近３年間において、固定資産税、法人税、法人事業税（特別税を含む。）、消費税及

び地方消費税、市町村民税を滞納していないこと。 

② 会社更生法に基づき更正手続き開始申立てをしていない者又は民事再生法に基づき再

生手続き開始の申立をしていない者であること。 

③ 経営状況が健全であること。なお、「経営状況が健全であること」とは、手形交換所に

よる取引停止処分及び主要取引先からの取引停止を受けていない者並びに経営状態が

著しく不健全でない者をいう。 

④ 不正又は不誠実な行為がないこと。 

⑤ 次に掲げる者が、支配人、無限責任社員、取締役、管理役若しくはこれらに準ずべき

地位に就任していないこと。また、次に掲げる者が実質的に経営等に関与している団

体等ではないこと。 

 筑波大学によるつくば市消防本部跡地利用計画事業提案審査委員会（以下、「審査

委員会」という。）の委員 

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定義する者 

⑥ 本事業の業務に係わっている者又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関連

がある者でないこと。本事業の業務に係わっている者は、デロイト トーマツ ファイ

ナンシャルアドバイザリー合同会社、野村ヘルスケア・サポート＆アドバイザリー株

式会社及び渥美坂井法律事務所・外国共同事業である。 

⑦ 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４６条及び第４７条に該当しない者である

こと。なお、同条の特別な理由がある場合とは、国立大学法人筑波大学契約事務取扱

細則第２条に該当する者。 

⑧ 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４８条に規定する資格を有する者であるこ

と。 

⑨ 参加資格確認申請書等の提出期限から事業者を決定するまでの期間に文部科学省又は

大学から指名停止を受けていない者であること。 

⑩ 国の競争参加資格（全省庁統一資格）を有すること。 

⑪ 応募者及びこれらのいずれかと資本面若しくは人事面において関連がある者が、他の応募

者及びこれらのいずれかと資本面若しくは人事面において関連がある者でないこと。 

３） 基本参加資格要件 

応募者は、それぞれ以下の要件を満たすこと。応募者がグループとなる場合には、代表企業と

本事業に関しＳＰＣ又は代表企業から直接業務を受託し又は請け負うことを予定している者代

表企業以外の全てのグループを構成する企業（以下、「協力企業」という。）が、以下の要件を満

たすこと。 

① 最近３年間において、固定資産税、法人税、法人事業税（特別税を含む。）、消費税及

び地方消費税、市町村民税を滞納していないこと。 

② 会社更生法に基づき更正手続開始申立てをしていない者又は民事再生法に基づき再生

手続開始の申立てをしていない者であること。 

③ 経営状況が健全であること。なお、「経営状況が健全であること」とは、手形交換所に

よる取引停止処分及び主要取引先からの取引停止を受けていない者並びに経営状態が

著しく不健全でない者をいう。 

④ 不正又は不誠実な行為がないこと。 

⑤ 次に掲げる者が、支配人、無限責任社員、取締役、管理役又はこれらに準ずべき地位

に就任していないこと。また、次に掲げる者が実質的に経営等に関与している団体等

ではないこと。 

 筑波大学によるつくば市消防本部跡地利用計画事業提案審査委員会（以下、「審査

委員会」という。）の委員 

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定義する者 

⑥ 本事業の業務に係わっている者又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関連

がある者でないこと。本事業の業務に係わっている者は、デロイト トーマツ ファイ

ナンシャルアドバイザリー合同会社、野村ヘルスケア・サポート＆アドバイザリー株

式会社、渥美坂井法律事務所・外国共同事業及び森・濱田松本法律事務所である。 

⑦ 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４６条及び第４７条に該当しない者である

こと。なお、同条の特別な理由がある場合とは、国立大学法人筑波大学契約事務取扱

細則第２条に該当する者。 

⑧ 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第４８条に規定する資格を有する者であるこ

と。 

⑨ 参加資格確認申請書等の提出期限から事業者を決定するまでの期間に文部科学省又は

大学から指名停止を受けていない者であること。 

⑩ 国の競争参加資格（全省庁統一資格）を有すること。 



 ⑪ 応募者及び応募者と資本面又は人事面において関連がある者が、他の応募者及びこれらの

いずれかと資本面又は人事面において関連がある者でないこと。 

 

９頁 

３. 民間事業者の募集及び

選定に関する事項 

 （３）応募者の備えるべ

き資格要件 

 

４） 個別業務に係る参加資格要件 

応募者全体で、以下の個別業務に係る要件を満たすこと。ただし、複数の要件を満たす者

は当該複数の業務を実施することができるものとする。 

 

ア 不動産開発・管理業務 

本事業にて提案を行う宿泊施設と同規模程度又はそれ以上の部屋数を有する不動産を所

有し、施設の管理等を行った実績を有すること。また、本施設の総延床面積と同規模程度又

はそれ以上の不動産を所有し、施設の管理等を行った実績を有すること。 

 

イ 宿泊施設運営業務 

本事業にて提案を行う宿泊施設と同規模程度又はそれ以上の部屋数を有する宿泊施設の

運営実績を有すること。 

 

ウ 設計業務 

① 建築士法（昭和２５年法律２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

② 本事業にて提案を行う施設の総延床面積と同規模程度又はそれ以上の延床面積を有する

設計実績を有すること。 

 

エ 建設業務 

① 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項に基づく特定建設業の許可を受け

ていること。 

② 本事業にて提案を行う施設の総延床面積と同規模程度又はそれ以上の延床面積を有する

建物について、元請として完成・引渡しが完了した各工事に対応した新営工事を施工し

た実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が 20％以上の場

合の者に限る。） 

 

オ 監理業務 

① 建築士法（昭和２５年法律２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

② 本事業にて提案を行う施設の総延床面積と同規模程度又はそれ以上の延床面積を有する

工事監理実績を有すること。 

 

カ 児童発達支援センター等の内装設計業務 

４） 個別業務に係る参加資格要件 

応募者全体で、以下の個別業務に係る要件を満たすこと。ただし、複数の要件を満たす者

は当該複数の業務を実施することができるものとする。 

なお、任意提案施設である「民間健康・福祉施設等」を整備しない場合は、「ウ 民間健

康・福祉施設等の運営業務」の参加資格要件は求めない。 

 

ア 不動産開発・管理業務 

本事業にて提案を行う宿泊施設と同規模程度又はそれ以上の部屋数を有する不動産を所

有し、施設の管理等を行った実績を有すること。また、本施設の総延床面積と同規模程度又

はそれ以上の不動産を所有し、施設の管理等を行った実績を有すること。 

 

イ 宿泊施設運営業務 

本事業にて提案を行う宿泊施設と同規模程度又はそれ以上の部屋数を有する宿泊施設の

運営実績を有すること。 

 

ウ 民間健康・福祉施設等の運営業務 

本事業にて提案を行う民間健康・福祉施設等と同様の用途及び同規模程度又はそれ以

上の施設の運営実績を有すること。 

 

エ 設計業務 

① 建築士法（昭和２５年法律２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

② 本事業にて提案を行う施設の総延床面積と同規模程度又はそれ以上の延床面積を有する

設計実績を有すること。 

 

オ 建設業務 

① 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項に基づく特定建設業の許可を受け

ていること。 

② 本事業にて提案を行う施設の総延床面積と同規模程度又はそれ以上の延床面積を有する

建物について、元請として完成・引渡しが完了した各工事に対応した新営工事を施工し

た実績を有すること。（共同企業体の協力企業としての実績は、出資比率が 20％以上の

場合の者に限る。） 

 

カ 監理業務 



① 建築士法（昭和２５年法律２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

② 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条に基づく児童福祉施設全般の新築又は

内装に係る基本設計又は実施設計業務を完了した実績を有する者又は当該実績のある者

を含む共同事業体であること。 

③ 管理技術者として、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項に規定する一

級建築士の資格を有し、かつ実務経験（建築士法施行規則第１０条に定める内容をいう。）

５年以上を有するものを配置すること。 

④ 主任担当技術者として、総合、電気、機械の分野ごと（電気と機械は兼務可）に５年以

上の実務経験を有するものを１名配置すること。ただし、総合は管理技術者との兼務を

認める。 

 

キ 児童発達支援センター等の内装工事監理業務 

① 建築士法（昭和２５年法律２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

② 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条に基づく児童福祉施設全般の新築又は

内装に係る基本設計又は実施設計業務を完了した実績を有する者又は当該実績のある者

を含む共同事業体であること。 

③ 管理技術者・主任担当技術者として、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第

２項に規定する一級建築士の資格を有し、かつ実務経験（建築士法施行規則第１０条に

定める内容をいう。）５年以上を有するものを配置すること。 

 

① 建築士法（昭和２５年法律２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

② 本事業にて提案を行う施設の総延床面積と同規模程度又はそれ以上の延床面積を有する

工事監理実績を有すること。 

 

キ 児童発達支援センター等の内装設計業務 

① 建築士法（昭和２５年法律２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

② 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条に基づく児童福祉施設全般の新築又は

内装に係る基本設計又は実施設計業務を完了した実績を有する者又は当該実績のある者

を含む共同事業体であること。 

③ 管理技術者として、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項に規定する一

級建築士の資格を有し、かつ実務経験（建築士法施行規則第１０条に定める内容をいう。）

５年以上を有するものを配置すること。 

④ 主任担当技術者として、総合、電気、機械の分野ごと（電気と機械は兼務可）に５年以

上の実務経験を有するものを１名配置すること。ただし、総合は管理技術者との兼務を

認める。 

 

ク 児童発達支援センター等の内装工事監理業務 

① 建築士法（昭和２５年法律２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

② 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条に基づく児童福祉施設全般の新築又は

内装に係る基本設計又は実施設計業務を完了した実績を有する者又は当該実績のある者

を含む共同事業体であること。 

③ 管理技術者・主任担当技術者として、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第

２項に規定する一級建築士の資格を有し、かつ実務経験（建築士法施行規則第１０条に

定める内容をいう。）５年以上を有するものを配置すること。 

 

１１頁 

３. 民間事業者の募集及び

選定に関する事項 

 （３）応募者の備えるべ

き資格要件 

 

５）留意事項 

① 複数の企業で構成されるグループで応募し、代表企業を定める場合において、業務期間

中の代表企業の変更は大学との協議の上、行うものとする。 

② 応募者が、提案書類の提出から優先交渉権者の決定までの間に上記参加資格要件を欠く

こととなった場合は、原則として当該者の参加資格を取り消すものとする。 

 

５）留意事項 

① 複数の企業で構成されるグループで応募し、代表企業を定める場合において、業務期間

中の代表企業の変更は大学との協議の上、行うものとする。 

② 事業期間中、個別業務を担う者の変更は大学との協議の上、行うものとする。民間健康・

福祉施設等が国土交通省告示第９８号 別表１－１建築物の類型（別添二）第六号共同

住宅又は第十一号福祉・厚生施設（ただし、入所施設に限る）に該当する場合、当該施

設の運営業務を行う者の変更は、別途規定を定め、大学の承諾を得るものとする。 

③ 応募者が、提案書類の提出から優先交渉権者の決定までの間に上記参加資格要件を欠く

こととなった場合は、原則として当該者の参加資格を取り消すものとする。 



 

１６頁 

３. 民間事業者の募集及び

選定に関する事項 

 （６）契約書 

１）基本協定書 

ア  基本協定書の締結 

大学は、優先交渉権者と協議を行い、協議の結果、両者が合意に至った場合には当該優先交渉

権者と基本協定書を締結する。合意に至らなかった場合には、次点者との協議を開始する。なお、

優先交渉権者が複数の企業によるグループである場合、代表企業及び代表企業以外のグループを

構成する企業（以下、「構成員」という。）のうち、参加資格要件を満たす全ての者が基本協定の

契約当事者となる。 

 

１）基本協定書 

ア  基本協定書の締結 

大学は、優先交渉権者と協議を行い、協議の結果、両者が合意に至った場合には当該優先交渉

権者と基本協定書を締結する。合意に至らなかった場合には、次点者との協議を開始する。なお、

優先交渉権者が複数の企業によるグループである場合、代表企業及び代表企業以外のグループを

構成する企業（以下、「協力企業」という。）のうち、参加資格要件を満たす全ての者が基本協定

の契約当事者となる。 

 

１７頁 

３. 民間事業者の募集及び

選定に関する事項 

 （６）契約書 

２）事業契約 

大学及び優先交渉権者は、基本協定書に沿って実施設計及び詳細条件等について協議し、双方

合意に至った場合は、その協議結果を基に事業契約及び事業定期転借地権設定契約を締結するも

のとし、原則として代表企業のみが契約当事者となる。また、優先交渉権者が、本事業を実施す

るＳＰＣを設立する場合には、当該ＳＰＣが事業契約の契約当事者（「（６）契約書 ３）事業定

期転借地権設定契約」についても同様）となる。 

 

２）事業契約 

大学及び優先交渉権者は、基本協定書に沿って実施設計及び詳細条件等について協議し、双方

合意に至った場合は、その協議結果を基に事業契約及び一般定期転借地権又は事業定期転借地権

設定契約を締結するものとし、原則として代表企業のみが契約当事者となる。また、優先交渉権

者が、本事業を実施するＳＰＣを設立する場合には、当該ＳＰＣが事業契約の契約当事者（「（６）

契約書 ３）定期転借地権設定契約」についても同様）となる。 

１７頁 

３. 民間事業者の募集及び

選定に関する事項 

 （６）契約書 

３） 事業定期転借地権設定契約 

大学及び優先交渉権者は、事業契約について協議し、双方合意に至った場合は、事業定期転借

地権設定契約を締結する。事業用定期転借地権の存続期間は、事業用定期借地権設定契約締結の

日から原則として３０年以上５０年以下の期間で事業者が提案し、国立大学法人筑波大学（以下

「大学」という。）が承認した期間とする。 

事業用定期転借地権設定契約における契約上の地位の承継等及び本施設の所有権の譲渡等に

ついては、原則として認めないものとする。ただし、施設供用開始後、大学及びつくば市より書

面での承諾を得ることを条件に、一回に限ってのみ、第三者に対し、本施設の所有権の譲渡等を

行うことができる。上記にあたっては、代表企業又はＳＰＣによって、第三者に対し、必要とな

る関連契約の契約上の地位の承継も併せて行うことができる。ただし、上記の場合においても、

事業期間にわたって、代表企業による基本協定等の契約上の地位は維持するものとする。 

 

詳細は、「別紙８ 事業定期転借地権設定契約書（案）」を参照すること。 

３）一般定期転借地権又は事業用定期転借地権設定契約 

大学及び優先交渉権者は、事業契約について協議し、双方合意に至った場合は、一般定期転借

地権又は事業用定期転借地権設定契約を締結する。一般定期転借地権の場合は、存続期間を、一

般定期借地権設定契約締結の日から原則として５０年の期間で、事業用定期転借地権の場合は、

存続期間を、事業用定期転借地権設定契約締結の日から原則として３０年以上５０年未満の期間

で事業者が提案し、国立大学法人筑波大学（以下「大学」という。）が承認した期間とする。 

一般定期転借地権又は事業用定期転借地権設定契約における契約上の地位の承継等及び本施

設の所有権の譲渡等については、原則として認めないものとする。ただし、本施設供用開始後、

大学及びつくば市より書面での承諾を得ることを条件に、一回に限ってのみ、第三者に対し、本

施設の所有権の譲渡等を行うことができる。上記にあたっては、代表企業又はＳＰＣによって、

第三者に対し、必要となる関連契約の契約上の地位の承継も併せて行うことができる。ただし、

上記の場合においても、事業期間にわたって、代表企業による基本協定等の契約上の地位は維持

するものとする。 

 

詳細は、「別紙８〔事業契約書（案）別紙 5〕定期転借地権設定契約書（案）」を参照すること。 

 

２６頁 

別表１ リスク分担表 

 
リスクの種類 内容 大学 市 事業者 

施設整備段

階のリスク 

用地リスク 事業敷地の確保（大学とつくば市との間

の事業用定期借地権設定契約の締結）に

関するもの 

○ ○ 

 

 

リスクの種類 内容 大学 市 事業者 

施設整備段

階のリスク 

用地リスク 事業敷地の確保（大学とつくば市との間

の一般定期借地権又は事業用定期借地権

設定契約の締結）に関するもの 

○ ○ 

 



開示資料等では想定しえない事業敷地の

地中・地質障害物に係るもの 
 ○  

事業敷地以外に、資材置場等の用地が別

途必要な場合の当該用地の瑕疵（当該用

地を確保できないことを含む。）に関する

もの 

  ○ 

測量・調査リ

スク 

市が実施した調査に関するもの  ○  

上記を踏まえ、事業者が実施した測量・

調査に関するもの 
  ○ 

設計リスク 大学の責めに帰すべき事由による設計変

更に伴う遅延や工事費増大 
〇   

市の責めや帰すべき事由による児童発達

支援センター等の内装の設計変更に伴う

遅延や工事費増大 

 〇  

上記以外の要因による設計変更に伴う遅

延や工事費増大 
  ○ 

工事遅延リス

ク・工事費増

大リスク 

大学の責めに帰すべき事由による工事遅

延、工事費増大 
〇  

 

市の責めに帰すべき事由による児童発達

支援センター等の内装に係る工事遅延、

工事費増大 

 ○  

上記以外の要因による工事遅延、工事費

増大 
  ○ 

工事監理リス

ク 

工事監理の不備に関するもの 
  ○ 

 

開示資料等では想定しえない事業敷地の

地中・地質障害物に係るもの 
 ○  

事業敷地以外に、資材置場等の用地が別

途必要な場合の当該用地の瑕疵（当該用

地を確保できないことを含む。）に関する

もの 

  ○ 

測量・調査リ

スク 

市が実施した調査に関するもの  ○  

上記を踏まえ、事業者が実施した測量・

調査に関するもの 
  ○ 

設計リスク 大学の責めに帰すべき事由による設計変

更に伴う遅延や工事費増大 
〇   

市の責めや帰すべき事由による児童発達

支援センター等の内装の設計変更に伴う

遅延や工事費増大 

 〇  

上記以外の要因による設計変更に伴う遅

延や工事費増大 
  ○ 

工事遅延リス

ク・工事費増

大リスク 

大学の責めに帰すべき事由による工事遅

延、工事費増大 
〇  

 

市の責めに帰すべき事由による児童発達

支援センター等の内装に係る工事遅延、

工事費増大 

 ○  

上記以外の要因による工事遅延、工事費

増大 
  ○ 

工事監理リス

ク 

工事監理の不備に関するもの 
  ○ 

 

 

 

 

 

 

  

 


